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ベトナム中部村落における水害からの復興の履歴と枠組み
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要旨：本稿は、ベトナム中部の（歴史）都市・フエ（Hue）の沿岸・ラグーンに位置する村落＝クゥアン・
フォック（Quang Phuoc）区における、水害の地域社会生活へのインパクトおよびその対応について、標準化
調査（アンケート）および筆者のフィールドワークから、その実相を検討しようとするものである。
フエ・ラグーン隣接漁村の日常生活、災害対応の基底には、古来からの災害に脆弱な社会環境（ソンターン
の受容）と社会層（水上生活者）があって、そこに政府の被災者・被災地への眼差し・政策的対応の展開があ
り、その上に昨今では、国際的な防災システム構築支援が届き始めている。
しかしながら、地球温暖化もその一因となって頻繁な各種浸水事案（高潮、洪水、台風）が続発しており、
これが地元集落にとっては記憶・意識の上でも、また年間の生活スケジュールにおいてもデフォルトとなって
いて、厳しい日常生活が続く。
本稿では、そうした村落の被災対応の履歴と現状を、調査データから明らかにしていく。
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はじめに
本稿は、ベトナム中部沿岸村落における災害の社会生
活へのインパクトを精査するために実施された「集合行
動と組織：災害についての社会学的研究（ベトナム中部
の自然災害で被災した村落の事例）」（２０１５年１０月）の一
環として、ベトナム中部の都市・フエの郊外・沿岸に広
がるラグーンに面する漁村で行われたアンケート調査、
インタビュー調査のデータを整理・分析したものであ
る１）。フエ郊外の漁村を含む中部沿岸村落で実施された
アンケート調査データ（量的データ）から被災対応諸状
況を概観したところで、踏査・インタビュー調査（質的
データ）によって明らかになってきた地区防災の履歴と
現状・課題を記していくこととする。
この実証研究は以下の三つの理論的枠組み（三つの調
査参画主体の関心）に基づいている。一つ目は、当該調
査の企画に携わる現地中核メンバー（ベトナム社会科学
院（VASS）・社会学研究所（IOS））が保持する理論的
枠組みで、地域社会学的ボランタリーアソシエーション
論である。ドイ・モイ政策を経て大きな社会変動の渦中
で、それまでベトナム社会を支えてきた政治的（官製）
社会集団に加えて、自発的な社会集団が多く生まれてき
ているが、この友愛的、職業的、相互扶助的、同好的な
自発的集団の社会的意義・位相を検討する研究である。
これらの集団がもたらす互恵性、義務的拘束性、相互扶
助性などは、村の外で生きるすべのない農民に不可欠な
生活の基盤を提供していて、これこそがベトナム農民の
集団的生活（Collective Life）を規定している。二つ目
は、社会関係資本研究（Social Capital）およびソーシャ
ル・ウェルビーイング研究２）で、上述の VASS・IOSと連
携して国際比較調査を企画実施している専修大学ソー
シャル・ウェルビーイング研究センターの視角である。
グローバル化の進展に伴い、アジア各国・地域の人々の
安心感・幸福感（ソーシャル・ウェルビーイング）が現
在どのような状況にあるのかを探る。そして三つ目は筆
者の専攻する災害社会学（「復元＝回復力」概念を用い
た復興研究）である。筆者の被災地復興研究によって上
述二主体の研究が橋渡しされる位置づけとなっている。
日本の被災地における復興感の規定要因分析では、日
常生活（毎日の食生活、近所つきあい）の回復、仕事・
収入の回復、住まいの回復（とその見通し）、街の基盤
再整備、が有意であることが析出されており、その結
果、被災地では、自宅での生活を獲得し得た被災者の復
興感が高く、仮設住宅生活が継続する被災者の復興感は
受稿日２０１６年１１月２２日 受理日２０１６年１１月２９日
専修大学人間科学部教授
専修人間科学論集 社会学篇 Vol.７, No.２, pp.０８９～１０８,２０１７ 89
低く、さらに街の基盤復興の遅れが被災者の復興感を下
げていることが明らかになっている（中林２０１６）。しか
しながら、日本とベトナムにおける社会体制やローカル
の社会経済的前提条件、さらには被災やそこからの復
旧・復興に関わる法制度的枠組みについてはその異同が
大きいことから、すぐに両国の被災、復旧・復興の諸段
階・諸状況と人々の復興感を比較することはできない。
本稿ではまず、上記 VASS・IOC調査データを紹介・概
観して、これを日本の被災地復興研究（回復・復興感研
究）の視角から解釈してみることとして、今後の研究交
流、国際比較調査研究のための礎石としたい。
1．「ソンターン」と地球温暖化、水上生活の
解消
オ ヤ ジ
日本で「災害」と聞くと、「地震・雷・火事・親父」
と言い慣わされているが、昨今の親父の失権については
脇に置いておくとして、この「オヤジ」は元来、各地に
おいて季節風・台風、風水害の呼称としての「ヤジ」
（「マゼ」）、「オオヤジ（大嵐）」がなまったもので、それ
らによる高潮や船舶被害を示したものであると言われて
オオ
いる。したがってこのことわざは「地震・雷・火事・大
ヤジ
嵐」が適当な表記となろう。日本では東日本大震災・１
F災害３）（２０１１年）が発生してそれと前後して、南海ト
ラフ巨大地震の発生が懸念されるところとなり津波対策
が重ねられてきているが、アジア各国ではスマトラ沖地
震津波（２００４年）の大災害の履歴に基づき、日本の防災
体制構築過程を参考にしようという動きもある。フエ・
ラグーン漁村の被災対応・防災対策について、日本の津
波・風水害対応システムのうち、特に「日常的な災害文
化、地区の生活防災の醸成・蓄積の履歴」４）という視角
から、これを解釈していきたいと思う。
まず、ベトナムの風水害の位相・実相、これに対峙す
る災害文化、防災体制を振り返っておきたい。
１―１．「ソンターン」
ベトナムには「ソンターン」（S ng th n）という言葉
がある。これは、低気圧や季節風などの気象に起因する
「高潮」と、地震に起因する「津波」、大雨の河川増水に
よる「洪水」などの被害を総称した言葉である。伝統的
に地元生活者からすれば、水位が上がって生活に支障が
出る、その現象を一様に「ソンターン」と呼称している
のであるが、この現象が災害として認知されて防ぐべき
事象として社会問題化され、すなわち発生メカニズムが
解明されて周知され、政策的に対応策（法制度整備や物
理的防御システムの構築）が練られて普及してくること
となって、今後次第に「ソンターン」と呼称される現象
が厳密に別用語で指し示されていくこととなるだろう。
例えば日本では１００年ほど前まで、現在呼ぶところの
かいしょう
津波については、海嘯と言い習わされてきた歴史が厚
い。海嘯はそもそも、河口に寄せる潮波が川の水とぶつ
かり合って水しぶきをあげて川の河口を逆流する現象
で、古楽器の嘯（竹笛）を演奏するときのように「口を
すぼめて息を強く出す」音に似ていることを語源とする
が、これが海辺で見られる現象として「海嘯」と呼ばれ
ど よううし
ていた。初夏、土用丑の日あたりには、この波が発生す
ることが多い。太平洋のはるか南方で台風が発生する時
期で、この風波・低気圧によって台風襲来の数週間前
に、日本の太平洋沿岸に高潮が押し寄せる５）。また、明
治時代になって世界にさきがけて東京で地震学が興り、
地震発生メカニズムの解明に合わせて、「地震→津波」
の連関が明らかになってきて、初夏の高潮と津波の区別
が明確になってきた。現在では日常的にも、「土用波」
と「津波」は厳密に区別して使われている。
また現代では、容易に、他国（防災学術的先進国）の
知見が国際的に流通・普及する。スマトラ沖地震津波発
生時、大きな被害を出したインドネシアでは、一般的に
は人々の間にアチェ語の「イブーナ」（直訳すると「高
い水」）という用語がかろうじて記憶の片隅に存在する
だけで、一般の人々の間に地震による津波との認識はな
く、この現象を世界のキアマット（イスラム教・コーラ
ンが教える「世界の終末」）かもしれないと感じていた
人が多かったという（田中他２０１２）。これを経験して現
在では、日本発の国際学術用語の Tsunami６）を皆が体得
しているという。
さて、ソンターンであるが、これは日常生活領域を浸
す水の被害として、低気圧・季節風などの気象に起因す
る「高潮」、地震に起因する「津波」、大雨の河川増水に
よる「洪水」の総称であるが、地元漁師・農夫へのヒヤ
リング（３章で詳述）から明らかになってきたこととし
て、彼らはこのソンターンを二種（被害が出ない／被害
が出る）に分けて把握している。一つは生活領域を覆う
大量の水（水害）として。もう一つは台風災害として。
すなわち、水に覆われることは例年のことで、これまで
も何とか凌いできた。怖いのは台風で、根こそぎ一気に
生活・命が奪われる危険があり、台風の襲来については
情報を渉猟して特に事前避難などの対応をとるとのこと
である。前者の、水に覆われることについては、それが
河川氾濫の真水によるものなのか、高潮の海水によるも
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のなのかについては、さほどの区別はなされていない。
我々日本人からすると、海水に浸されると塩害が発生し
て、例えば農地は塩抜きが完了しないうちは数年にわ
たって営農を再開できないのではないかとの疑念がある
が、現地では、そうした希な台風災害に比して毎年やっ
てくる河川洪水によって田畑表層の塩分は容易く洗い流
されることと認識されていて、さほどの支障はないとの
こと。もちろん、数十年・数百年の罹災経験から、塩害
を蒙るようなところに田畑自体が置かれているというこ
と自体が、もうそれほど多くはないとの事であった。
１―２．地球温暖化による海水面上昇
今回、調査に訪れたのは、ラグーンに面する小漁村
（地区詳細は３章で詳述）であった。最近の地球温暖化
で海面が少しずつ上昇している。地球温暖化のラグーン
への影響は以下の通りである。
一般にラグーンおよびその周辺地域では、軟弱な堆積物から構成され
る標高数 m以下の湖岸低地やデルタ、砂州などの低平地が広がって
いる。そのため、将来の海面上昇によって、低地への浸水や湖岸・海
岸での浸食、また洪水時の湖水位のさらなる上昇や湛水期間の長期化
など、自然災害の発生や深刻化が懸念される。また、海面上昇によっ
て湖水の塩分濃度の上昇も予測され、それに伴って現在の汽水域が縮
小あるいは消滅して、ラグーン内における生態系の変化や生物多様性
の喪失がもたらされる。さらに、地下水への塩水進入によって、住民
の生活、灌漑用水への悪影響なども心配される（平井他２００４）。
ここでは地球温暖化によるラグーンへの影響について
の上記の概説から、以下３章で抄録するインタビュー
データに関連するところとして、～の３点ほど抽出
してここに記しておく。
まず、地球温暖化によって海水面が上昇している。
ラグーンでは海水と川の真水の混じり合いを利用して各
種の漁、養殖が行われているが７）、海水面上昇によっ
て、以下の問題が発生している。一つは、例年の高潮が
相対的に威力を増すようになって、養殖池の堤防の決壊
が毎年発生するようになり、これの修復費が養殖漁を逼
迫している。また、ラグーンでは海水面上昇によって
塩水の割合が相対的に増えていて、これによって養殖魚
の味が落ちると言われていて、値が下がる。一部のラ
グーン隣接集落では、高潮によって塩害を蒙った田畑の
復旧をあきらめて、農業から養殖に転業する層が見られ
るというが、初期投資・各種コストのかかるハイリス
ク・ハイリターンの養殖では昨今、さらに経営状況が厳
しいものになっている８）。
１―３．水上生活９）の解消
ベトナムではソンターン、特に台風による人的被害を
防ぐため、そして近代的な社会環境（子どもに教育を受
けさせるなど）を提供するために、１９７５年以降、水上生
活者の陸上への定住化政策が進められている１０）。フエの
水上生活者というと、古都フエ王宮周辺で水上集落を形
成する船上生活者の約２０００隻、約１.９万人（１９７２年現
在。当時のフエ市総人口１９万７,５００人の９.６％（グエン
２０１２））を指すことが一般的である。これを見学するこ
とが世界遺産の古都見学とともに、観光の目玉の一つと
もなっている。本稿で触れるフエ・ラグーンの水上生活
者は、この古都フエ王宮から東に３０数 km、車で４０分ほ
ど離れた海辺・ラグーンに住む層を言う。手許にラグー
ン水上生活者の履歴と現状を示す資料がないため、ここ
では、古都フエ王宮周辺の水上集落の概要を記すこと
で、水上生活の概況をとらえておくこととする。
１９世紀初頭、ダイベト（ i Vi t：１０５４－１８０４のベト
ナムの正式な国号）の辺境に位置していたフエには、北
からの大量移民等による人口増加によって、周辺河川流
域の河岸と水上にかなりの数の住民が居住していたとい
う。
フエの水上生活者は海路や陸路をたどって北部から移住した漁民か、
貧しさのため水上生活を余儀なくされた陸上生活者、水上で生計を立
てる術を探していた元兵士あるいは流刑罪となった元囚人たちであろ
う（グエン２０１２,p.６１４）
と言われている。また、
学識が低く、常に「魚に追従する」不安定な漂流生活に加え、いつ陸
に上がるとか水上に降りるかもわからない暮らしを送る水上生活者
は、祖先の埋葬場所についても明確に覚えていないことが多く、コ
ミュニティの安定を保ち続けるのは困難（グエン２０１２,p.６１４）
であったことから、フエが都となった１９世紀初頭には管
理面での便宜を図るため、これらの水上生活者が水上集
落「van」に編成された。１９世紀後半になると、これら
水上生活者の居住群の単位の数は、フエ周辺の河川と沼
潟で併せて１６の村（thon）、邑（ap）、甲（giap）に増え
た。１９世紀末の仏領期、１９４６年の独立、１９４７年のフラン
スによるフエ再占領、１９５４年のジュネーブ協定を経て、
管理・監視の制度や主体の変遷はあるものの、これら水
上集落は存続し、１９７２年、ベトナム共和国政府の内務
省・第５５３議定の交付によって１１の水上集落が把握さ
れ、１９７６年、ベトナム社会主義共和国政府の第１６４議定
の交付によって水上集落は陸上にある行政単位によって
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直接的に管理されることとなった。
１９７９年には、新経済地区への「建設移民移植」の実施
によって、水上生活者の中にはフォン川上流に移動させ
られる者があったり、また、１９８３年から１９９５年にかけて
は、国の定住化政策によってフエの多くの水上居民が船
を降り、定住地区で陸の生活を始めるようになった。２００４
年には、水上生活者の「定住化および生活安定プロジェ
クト」が立ち上げられている。
以上は古都フエ王宮周辺の水上生活者をめぐる政府に
よる管理・監視の経緯、そして国による定住化政策の展
開過程であるが、フエ郊外ラグーン付近の水上生活者の
履歴・現状も大概、これに類するものと聞いている
（２０１６.０３.２８地元コミューン役場での聞き取り調査よ
り）。
このように、フエ・ラグーン隣接漁村の災害対応の基
底には、古来からの脆弱な社会環境（ソンターン）と社
会層（水上生活者）があって、そこに投下される統治
（管理・監視の「van」編成）や防災政策（定住化政策）
があって、その上に、昨今の地球環境変動・海面上昇に
よる諸影響のもとでの生業（農業、漁業、養殖漁）のド
ラスティックな変動が重層して把握される。
次章では、こうした自然環境変動に脆弱な社会環境の
もと、（元）水上生活者を含む地区住民がいかに風水害
に対峙しているか、まずは、アンケート調査「集合行動
と組織：災害についての社会学的研究（ベトナム中部の
自然災害で被災した村落の事例）世帯調査」より該当個
所を抜粋して紹介・検討する。
2．集合行動と組織：世帯アンケート調査
（抜粋）
アンケート調査「集合行動と組織：災害についての社
会学的研究（ベトナム中部の自然災害で被災した村落の
事例）世帯調査」の概要を記し、本稿で言及している項
目について単純集計結果を抜粋して検討する。
この度のアンケート調査は、ベトナム中部の自然災害
で被災した村落から二つの区（クゥアン・フォック
Quang Phuoc／クゥアン・ナム Quang Nam）が選ば
れ、それぞれ２００票ずつ計４００票がとられた（本稿では筆
者の同行したクゥアン・フォック区の３村の調査の概要
を記す。もう一つの調査対象地は、クゥアン・フォック
から沿岸を１００kmほどに南下してダナンを超えてホイ
アンに隣接する県 provinceである）。調査期間は、クゥ
アン・フォック区は２０１５年１０月２０－２４の５日間。クゥア
ン・フォック区（フエ・ラグーン隣接区）では、そこに
属する７村（トゥーレ２（Thu Le ２）、トゥーレ３（Thu
Le ３）、クォン・フォ（Khuong Pho）、ハ・ドォ（Ha
Do）、フォック・ラップ（Phuoc Lap）、ラム・リ村（Lam
Li）、メイ・ドゥン村（Mai Duong））のうちから３村
（トゥーレ２、フォック・ラップ、メイ・ドゥン村）が
選ばれ、それぞれから６５～７０票ずつが割り当てられた。
調査員は、地元フエ科学大学の教員・職員６名とハノイ
から臨んだ筆者ら３名。なお、ベトナムの中央・地方、
そこにおける村・区・県の関係は図１の通りとなってい
る。
以下が、調査の質問項目概要である。
A.フェイスシート
A１. 生年月日／A２. 性別／A３. 教育程度／A４. 婚姻状態／
A５. 人種民族／A６. 宗教／A７. 職業／A８. 世帯人員・構成
／A９. 貧困状況／A１０. 就業別世帯収入／A１１. 住宅構造
／A１２. 親戚の隣接居住／A１３. 親戚との交際頻度／A１４.
近隣との親密度／A.１７. 社会集団への加入
B.被災履歴
B１. 過去１０年の被災経験／B２. 災害別の被災回数／B２
－１. 自宅／B２－５. 農作物・家畜
C.災害情報
C１. 情報源／C２. 情報の正確さ／C３. 家族の防災関連研
修への参加
D.準備と避難
D１. 前回の災害には災害前に準備をしたか／D２. 準備品
／D３. ３日分の備蓄物資／D４. この１０年の世帯の避難経
験／D５. 避難回数／D６. 避難場所／D７. 避難の意思決定
者／D８. 避難希望先／D９. 村内避難希望地区
E.災害時の援助）
E１. 被災時のどこからサポートを受けたか／E２. 世帯員
の災害援助活動への参加／E３. 災害時の近隣との関係が
密になったか
F.災害のインパクト
F１. 過去１０年、災害・環境変動による生業の変化／F２.
生業変化の影響／F３. 将来の転業・転職希望／F４. 過去
１０年、世帯員の通学・進学状況／F５. 被災後の教育機会
／F６. 災害・環境変動に脆弱な世帯員（性別／年齢／職
業）
92 大矢根 淳
G.リスク・対応への評価
G１.１０年前との比較：災害因別危険性／G２. 災害の原因
に対する意識（神／人と社会／自然）／G３. 洪水期への
恐れ／G４. 居住継続希望／G５. 災害後の移住候補地（村
内、区内、地区内、県内／G６. 防災・救援の責任主体
ここでは上記質問項目のうち、本稿の分析に関わる項
目を抜粋して単純集計結果を検討する（上記の質問項目
A～Gのうち、 を付した諸項目を以下、分析す
る）。
フェイスシート：回答者の概要
回答者の年齢（設問番号 A１、表１）を見ると、４０歳
未満（２１％）、４０歳代（２９.５％）、５０歳代（２２.５％）、６０歳
以上（２７％）、となっていて、実際の居住者の年齢構成
とは必ずしも一致しておらず、各世代、ほぼ均一に票が
とられている。これは村の世帯名簿を作成して各世帯か
ら代表する者を男女順に等間隔（５名おき）に一名ずつ
とっていくサンプリング法を採用したことで、世帯主に
限ったサンプリングとなっていることによる（扶養され
ている成人の子ども層や老人は対象となっていない）。
実際はこの季節（二期作が終わって、休耕の時期）は若
年層の多くが出稼ぎに出ていて不在で、高齢者割合が高
くなっている。
回答者の最終学齢は、未就学と小学校で半数を超え
る。また、義務教育（小学校＋中学校）修了が６４％（表
２）。
回答者の職業は、農業・畜産（ここに漁業と養殖も含
まれる）が７０.５％を占め、これに小売り販売（１２％）が
続く（表３）。
家族の状況は、一家族は２－３世代同居が９０.０％（表
４）と一般的で、その世帯人数は４－５人となっている
が（表５）、これは次章で記す副区長の説明（「一世帯あ
たり５人程度」）にも合致する。
世帯の月収は５０００,０００VND前後から１０,０００,０００VND世
帯が７１.０％と大部分を占める（表６）。
家屋の構造は、コンクリートなどの堅牢な造りの家が
８９.５％を占め、テントや仮小屋は７％と少なくなってい
る。二階屋はわずか３.５％である（表７）。
親戚は村内に大半が住んでいて（７３％）（表８）、毎日
（６３％）あるいは週に数回（１５％）（表９）と、頻繁に
会っていて、親密な関係（６８.５％）を保っている（表
１０）。
この１０年の被災経験
アンケートでは、この１０年、すなわち、２００５年から今
年２０１５年までの被災経験がたずねられている。台風（熱
帯低気圧）、浸水の経験が７－８０％にのぼり（質問項目
B１）（表１１）、災害別の自宅被災回数（質問項目 B２.１）
は１－３回が多数を占めるものの、１０回（回答数は
８）、２０回（同２）、３０回（同２）というように、ほぼ毎
年あるいは年に数回被災しているという世帯もあること
が分かる（表１２）。合わせて農作物・家畜の被害（B２.５）
も同様の分布となっている（表１３）。
避難回数をたずねたところ（質問項目 D４）、避難経
図１：ベトナムにおける地方行政の構造
出典：Nguyen，Lam，２０１６，p．１８より引用
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験がある世帯とない世帯はほぼ半々で（表１４）、避難回
数は（質問項目 D５）、１回（１５％）、２回（６％）が多
いが、中には１０回（５％）、１５回（１.０％）、２０回（１.５％）
という世帯もある（表１５）。後のインタビューでも毎年
のように浸水して避難し、食料援助を受けている世帯が
ある。避難先は、親戚と近隣・村民宅が同数で４１.５％ず
つとなっている（表１６）。
表１：A１．回答者の年齢
実数 ％
４０歳未満 ４２ ２１．０
４０－５０歳未満 ５９ ２９．５
５０－６０歳未満 ４５ ２２．５
６０歳以上 ５４ ２７．０
計 ２００ １００．０
表２：A３．回答者の最終学歴
実数 ％
未就学 ５０ ２５．０
小学校 ６８ ３４．０
中学校 ６０ ３０．０
高等学校 １９ ９．５
短大／大学以上 ３ １．５
計 ２００ １００．０
表３：A７．回答者の職業
実数 ％
農業・牧畜 １４１ ７０．５
商業 ２４ １２．０
事務員 ３ １．５
賃労働者 １ ．５
農夫 ９ ４．５
退職 ２ １．０
非労働 １４ ７．０
主婦・夫 ２ １．０
その他 ４ ２．０
計 ２００ １００．０
表４：A８．１．世帯の世代数
実数 ％
１ １９ ９．５
２ １３６ ６８．０
３ ４４ ２２．０
４ １ ．５
Total ２００ １００．０
表５：A８．世帯人数
実数 ％
２ ２３ １１．５
３ ３２ １６．０
４ ４８ ２４．０
５ ５５ ２７．５
６ ２５ １２．５
７ １１ ５．５
８ ３ １．５
９ １ ．５
１０ ２ １．０
Total ２００ １００．０
表６：A１０．世帯収入／月
実数 ％
５０００００VND未満 ７５ ３７．５
５０００００－１００００００VND未満 ６７ ３３．５
１００００００－１５０００００VND未満 ３５ １７．５
１５０００００以上 ２３ １１．５
計 ２００ １００．０
表７：A１１．家屋状態
実数 ％
テント １４ ７．０
柔な住宅 １３９ ６９．５
堅牢な住宅 ４０ ２０．０
二階屋以上 ７ ３．５
計 ２００ １００．０
表８：A１２．村内に住む親戚
実数 ％
半数以上 １４６ ７３．０
およそ半数 １０ ５．０
半数以下 ４２ ２１．０
ほどんどいない ２ １．０
計 ２００ １００．０
表９：A１３．親戚に会う頻度
実数 ％
毎日 １２６ ６３．０
週に数回 ３０ １５．０
月に数回 ２７ １３．５
年に数回 １７ ８．５
計 ２００ １００．０
表１０：A１４．家族と近隣との関係
実数 ％
親密 １３７ ６８．５
まあまあ ６１ ３０．５
親密ではない ２ １．０
計 ２００ １００．０
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災害情報の入手源
災害に関する情報をどこから入手しているかたずねた
ところ（質問項目 C１）、マスメディア（８６.５％）が最
も多く、次いで、地元当局（８６.０％）と村民（３９.５％）
と続く（表１７）。水上生活者もほぼ払拭されて、電化製
品が行き届いたところでマスメディア情報が取られてい
るほか、役場と近隣からの直接的な働きかけがなされて
いることが分かる。
防災関連研修への参加
世帯メンバーの防災関連研修への参加（質問項目 C
３）は３４％となっている（表１８）。これには、豊穣祈念
の宗教儀式も含まれていることから、純粋な防災研修・
活動への参加はこれより少ないと思われる。「９９の洪水」
（１９９９年の洪水災害）以降に設置・実施されている村内
の防災活動（「衝撃団」活動）には、１０％の住民が参加
している（「３－１.１０月２０日」の項を参照）というデー
タもあることをここに記しておく。
避難希望先と移住希望地
被災した際の避難希望先（質問項目 D８）は、親戚
（２９％）、近隣（２８％）、学校・公的施設（２５％）とほぼ
均一に分散しているが（表１９）、避難希望地区（質問項
目 D９）については、村内（７７.５％）が大多数を占める
（表２０）。今後一生涯、ここに住むかどうかたずねたとこ
ろ（質問項目 G４）、７５％が「はい」と答えており（表
２１）、被災して移住しなければならなくなった際の移住
先については（質問項目 G５）、「この村内」が５８％、
「隣接区」が１５％と（表２２）、洪水危険性があるにもかか
わらず、現住地付近の希望が大半を占める。
この１０年の災害・気候変動による生業への影響
この１０年の災害・気候変動による生業への影響（質問
項目 F１）をたずねたところ、稲作を辞めた人は僅だが
（３％）（表２３）、収穫期、種まき時期がかわった人はそ
れぞれ２６％、２８％いて、少なからず影響が出ている（表
２４、表２５）。これに伴い、農作物・家畜の生産性（質問
項目 F２）にも影響が出ている（表２６、表２７）（生産性
については２０.５％（表２６）、質については１９.５％（表２７）
との回答が寄せられているが、将来にわたって転業・転
職するつもり（質問項目 F３）は「全くない」が７９.５％
で（表２８）、先の質問（G５）（表２１）と合わせて考える
と、災害・環境変動による職・住生活は厳しい状況にお
かれているにもかかわらず、村内に住み続けたいという
意向が強い。
3．台風災害からの生活再建とコミュニティ
再興～インタビュー調査より
３―１．２回の現地調査概要
検討してきたアンケート調査（２０１５）では、この１０年
の間の防災体制・意識の変化についてたずねているが、
それ以前のことについては触れられていない。しかしな
がらフエでは、１００年に一度と言われた大洪水（１９９９年）
によって甚大な被害を出しており１１）、そこからの生活再
建やそれを支えた行政対応の履歴が、現在の防災体制・
表１１：B１．過去１０年の被災経験
Yes No Total
嵐・台風 Count １５８ ４２ ２００
％ ７９．０ ２１．０ １００．０
洪水 Count １３８ ６２ ２００
％ ６９．０ ３１．０ １００．０
地滑り Count ３５ １６５ ２００
％ １７．５ ８２．５ １００．０
竜巻・旋風 Count ２８ １７２ ２００
％ １４．０ ８６．０ １００．０
干魃 Count ５７ １４３ ２００
％ ２８．５ ７１．５ １００．０
塩害 Count ３８ １６２ ２００
％ １９．０ ８１．０ １００．０
落雷 Count ２ １９８ ２００
％ １．０ ９９．０ １００．０
その他 Count ９ １９１ ２００
％ ４．５ ９５．５ １００．０
被災経験なし Count ２４ １７６ ２００
％ １２．０ ８８．０ １００．０
表１２：B２．１．自宅被災回数
実数 ％
０ ４０ ２０．０
１ ５４ ２７．０
２ ３１ １５．５
３ １８ ９．０
４ ７ ３．５
５ ７ ３．５
６ ２ １．０
７ ２ １．０
１０ ８ ４．０
２０ ２ １．０
３０ ２ １．０
計 １７３ ８６．５
NA ２４ １２．０
DK ３ １．５
計 ２７ １３．５
計 ２００ １００．０
ベトナム中部村落における水害からの復興の履歴と枠組み 95
表１３：B２．５．農作物・家畜の被災回数
実数 ％
０ ６５ ３２．５
１ ２８ １４．０
２ ２１ １０．５
３ ２４ １２．０
４ ７ ３．５
５ １１ ５．５
６ ４ ２．０
７ ２ １．０
９ ２ １．０
１０ ８ ４．０
１５ １ ．５
２０ １ ．５
計 １７４ ８７．０
NA ２４ １２．０
DK ２ １．０
計 ２６ １３．０
計 ２００ １００．０
表１４：D４．避難経験の有無
実数 ％
ある ９４ ４７．０
ない １０６ ５３．０
計 ２００ １００．０
表１５：D５．避難回数
実数 ％
１ ３０ １５．０
２ １２ ６．０
３ ７ ３．５
４ ６ ３．０
５ ３ １．５
６ １ ．５
７ ４ ２．０
８ ３ １．５
９ １ ．５
１０ １０ ５．０
１２ １ ．５
１４ １ ．５
１５ ２ １．０
２０ ３ １．５
３０ １ ．５
４０ １ ．５
計 ８６ ４３．０
非該当 １０６ ５３．０
DK ５ ２．５
NA ３ １．５
計 １１４ ５７．０
計 ２００ １００．０
表１６：D６．避難先
実数 Valid %
親戚の家 ３９ ４１．５
近所の人の家 ３９ ４１．５
学校・集会所 １１ １１．７
その他 ５ ５．３
計 ９４ １００．０
表１７：C１．情報源
Yes No Total
マスメディア Count １７３ ２７ ２００
％ ８６．５ １３．５ １００．０
地元当局 Count １７２ ２８ ２００
％ ８６．０ １４．０ １００．０
親戚 Count ６０ １４０ ２００
％ ３０．０ ７０．０ １００．０
村人 Count ７９ １２１ ２００
％ ３９．５ ６０．５ １００．０
友人 Count ０ ２００ ２００
％ ．０ １００．０ １００．０
ボランティア団体 Count ５ １９５ ２００
％ ２．５ ９７．５ １００．０
ソーシャルネットワーク Count ２ １９８ ２００
％ １．０ ９９．０ １００．０
その他 Count １ １９９ ２００
％ ．５ ９９．５ １００．０
表１８：C３．１a．防災関連研修への参加
実数 ％
ある ６８ ３４．０
ない １３２ ６６．０
計 ２００ １００．０
表１９：D８．避難希望先
実数 ％
親戚の家 ５８ ２９．０
友人の家 １ ．５
近所の村人の家 ５６ ２８．０
学校・集会所 ５０ ２５．０
その他 ３５ １７．５
計 ２００ １００．０
表２０：D９．避難希望地区
実数 ％
この村 １５５ ７７．５
このコミューン １９ ９．５
この地方 １８ ９．０
その他 ５ ２．５
計 １９７ ９８．５
非該当：避難しない ３ １．５
計 ２００ １００．０
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意識の基底を形成していると考えられる。そこで筆者の
第２回現地調査では、過去の大災害をどう受け止め乗り
越えて現在の生活があるのか、最近でも毎年のように発
生する洪水、高潮・台風被害を凌いできた集落に蓄積さ
れてきている被災対応システムはいかなるものなのか、
その履歴に関する記憶を有するインフォーマントを地元
の副区長 Son氏にご紹介いただいてインタビューを実
施した。２回の現地調査の経緯を示しつつ、これらイン
タビュー結果を抄録する。
第１回現地調査は、２０１５年１０月２０日（火）～２３日
（金）までの４日間、行われた。筆者は１０月１８日（日）
に空路・東京からハノイに移動し、１９日はハノイにて資
料収集を行い、２０日にハノイから３名、ベトナム社会科
学院・社会学研究所（VASS・IOS）の研究員 Phuong
氏、ジャーナリズム＆コミュニケーション大学（Academy
of Journalism and Communication（AJC））の社会学部講
師・Van氏、それに筆者の３人で、フエに空路移動し
表２１：G４．居住継続希望
実数 ％
はい １５０ ７５．０
たぶん ３４ １７．０
いいえ １６ ８．０
計 ２００ １００．０
表２２：G５．災害後の移住候補地
実数 ％
この村のどこか １１６ ５８．０
この地域の別のコミューン ３０ １５．０
この県の別の地域 ９ ４．５
他の県 ８ ４．０
このコミューンの別の村 ２ １．０
移動しない ９ ４．５
その他 １３ ６．５
わからない １３ ６．５
計 ２００ １００．０
表２３：F１．１a．過去１０年、災害・環境変動による生業の変化
（稲作を辞めた）
実数 ％
はい ６ ３．０
はい（災害・環境変動には関係なく） １８ ９．０
いいえ １４２ ７１．０
非該当 ３３ １６．５
NA １ ．５
計 ２００ １００．０
表２４：F１．２a．収穫期の時期の変化
実数 ％
はい ５２ ２６．０
はい（災害・環境変動には関係なく） ６ ３．０
いいえ １２２ ６１．０
非該当 ２０ １０．０
計 ２００ １００．０
表２５：F１．３a．種まき期の時期の変化
実数 ％
はい ５６ ２８．０
はい（災害・環境変動には関係なく） １７ ８．５
いいえ ９９ ４９．５
非該当 ２７ １３．５
NA １ ．５
計 ２００ １００．０
表２６：F２a．作物・家畜の生産性の変化
実数 ％
増加 ４１ ２０．５
変化なし ２１ １０．５
減少 １６ ８．０
非該当 １１ ５．５
計 ８９ ４４．５
欠損値 １１１ ５５．５
計 ２００ １００．０
表２７：F２b．農村物・家畜の質の変化
実数 ％
上昇 ３９ １９．５
変化なし ２４ １２．０
下降 １３ ６．５
非該当 １１ ５．５
計 ８７ ４３．５
欠損値 １１３ ５６．５
計 ２００ １００．０
表２８：F３．将来の転業・転職希望
実数 ％
はい １３ ６．５
どちらでもない ２１ １０．５
いいえ １５９ ７９．５
非該当 ７ ３．５
計 ２００ １００．０
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た。
２０日昼、フエ市街の滞在先ホテルで、現地のアンケー
ト調査実施メンバーとなるフエ科学大学（Hue University
of Sciences）・社会学部（Faculty of Sociology）のス
タッフ（現地リーダーは、Dao氏）と、打ち合わせ＆イ
ンストラクションを行った（写真１）。インストラク
ションはアンケート調査票を「インタビューのガイドラ
イン」で点検しつつ丁寧に行われた（写真２）。
２０日午後、調査員一行（ハノイからの筆者ら３人、地
元フエの大学関係者７人）はフエ市街のホテルからフエ
郊外のタンジャン・ラグーン（Tangiang Lagoon）に接
するクゥアン・フォック区（Quang Phuoc）のメイ・
ドゥン村（Thon Mai Duong）に移動した。フエ大学関
係者はスクーター二人乗りで颯爽と現地入り。筆者らハ
ノイ組みはタクシーを利用した。
副区長による区の被災対応についての概説：１０月２０日
メイ・ドゥン村ではクゥアン・フォック区の副区長・
Son氏が出迎えてくれて（写真３）、予め作成してくれ
ていた対象者リスト（写真４）に沿って、調査員を各家
庭に案内してくれた。路地のあちこちに置かれていた小
船が目を引く（写真５）。洪水時の避難用でもあり、日
常的な小魚漁のためでもある。夕方にさしかかり、路地
販売や夕飯の準備が始まっていた（写真６）（写真７）。
調査員は案内された家の軒先で、それぞれアンケート調
査を始め（写真８）、本日はまずは１票をとった。夕
方、調査員は、現地本部として一室を貸りている村長宅
に戻って来て、そこで村長を対象に１票をとりつつある
Van氏の調査を取り巻き、真剣にその手法を学んでいた
（写真９）。日も落ち、８時過ぎ、現地メイ・ドゥン村を
発ちフエ市街に戻った。
翌朝は８時にクゥアン・フォック区の役場に集合し
た。副区長 Son氏や警察署長を中心とする区の幹部
に、アンケート調査項目の説明をしたところで、あわせ
て、クァン・フォック区の地域特性や災害対策について
の概要をうかがった（写真１０）。以下、そこでうかがっ
た内容。
クァン・フォック区（地図１）は７つの村（thon）か
らなっている。それらは、トゥーレ２（Thu Le ２）、
トゥーレ３（Thu Le ３）、クォン・フォ（Khuong
Pho）、ハ・ドォ（Ha Do）、フォック・ラップ（Phuoc
Lap）、ラム・リ（Lam Li）、メイ・ドゥン（Mai Duong）
の７つの村。区民は全体で８,３０６人の登録があり、一世
帯あたり５人程度となっている。稲作ではズップドォ
写真１
写真２
写真３
写真４
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（Giupdo）と呼ばれる相互扶助の仕組みがあって、二期
作が行われている。一期４ヶ月の二期作であるが、残り
の月は出稼ぎに出ることが一般的。中には、出稼ぎでは
なく副業として漁業に就くものもいる。したがって、区
民数・世帯数は常に流動的で、８,０００余りの区民のうち
１,０００人ほどは出稼ぎにいっていると言う。
最近では２０１０年に洪水があり、２割ほどの住民が避難
した経験を有する。それ以前を振り返ってみると、１９８５
年、１９９９年の被害が大きかった。１９８５年の台風のことを
「８５の台風」と呼ぶ。「８５の台風」では４７人の犠牲が出た
が、そのうち４５人がフォック・ラップ村の水上生活者で
あった。そこで、「再定住計画」（Ke hoack tai chnh cu）
が制定された。湖面を無償で譲渡して自力で埋め立てを
行い、そこに定住させるという計画である。この計画に
は、水上生活者の生命を守る、陸上で安定した仕事
に就かせる、子どもに陸上で教育を受けさせる、とい
う目的があり、ドイモイ政策の一環であった。自力で埋
め立てた土地は１９９３年に一度だけ、農民に分配されたこ
写真５
写真８
写真９
写真６
写真１０
写真７
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とがある。この時は、６００㎡／人が分配されたが、これ
がベトナムで「６４番議定」と呼ばれる制度である。
「９９の洪水」では２人が犠牲となった。そこで県から
の指導で、村内の屈強な若者を集めて防災組織を作って
訓練を実施することとなった。この組織は「衝撃団」
（Doi Xung Kick）と呼ばれ、各村から１８－４５歳の青年５
－７人が選ばれて研修・訓練に参加する。その予算は地
球温暖化対応資金として各国 NGO等から供与されたも
ので、同区ではフィンランドからの資金を利用してい
る。これまで住民の１０％にあたる青年がこれに参加して
いる。
また最近は地球温暖化の影響で洪水が頻発しているこ
とから、区内の要避難者数を把握している。２０１５年現
在、７４世帯・２８８人がカウントされていて、区内の店舗
に協力を要請して物資の備蓄を行っている。米２kg／
人、水１,０００L、油１００L、ガス１００Lなど。米については
１００kgを貯蓄倉庫に用意している。また、そうした人々
の避難所として、区役所、集会所、小学校を指定してい
る。台風に関する防災情報は、住民はそもそも経験知に
基づき収集・対応しているが、区としては e－mailを含
む文書伝達、電話による通達、区－村の行政連絡の３種
を用いることとしている。
グループインタビュー～水上生活から定住へ：１０月２１日
区役所での打ち合わせを終えて、メイドゥン村の村長
宅にて昼食（写真１１）。その後、昨日のアンケート票を
点検・完成させて（写真１２）、午後の調査に、調査員は
村内に出かけて行った。
村長宅本部に残った筆者らハノイ組３人とフエ科学大
学の Dao氏の計４人で、村長にアレンジしてもらった
お宅でグループインタビューを行った（写真１３）。基本
的にはアンケート票に沿って、Van氏がこのお宅の事情
をうかがった。もともと水上生活を送っていた家族で、
「８５の台風」を機に陸にあがってここに定住して、現在
は雑貨屋を営んでいる。水上生活の頃は子ども達は学校
に通っていなかった。様々な出来事は口伝のみで、した
がって年長者が死去するとそうした記憶は散逸してしま
い、過去の被災体験もこうして改めて聞かれないと、た
だ忘却してしまうばかりであるという。
陸にあがってからも、ここで毎年、洪水に遭って避難
を繰り返しているという。そういう時は２－３日、近所
の家や集会所に避難して、店から持参したインスタント
ラーメンを食べて過ごす。いつも数家族がお世話になる
こととなるが、避難という大変な事情でありながらも、
共同の生活はとても楽しい思い出となっている。みな収
入が少ないので、災害時に物資供与する余裕はない。そ
こで互いに労力を提供して、ご近所でこのように助け合
うのが通例である。最近、このあたりの道路が少しずつ
舗装されてきた。学校で水泳教室が開かれていて、正し
い泳ぎを習うことで、いざ避難という時には有効だと思
われる。今では陸にあがって子ども達も小学校に通える
ようになったが、ここの子ども達は小学校を修了したら
中学校に通う環境がないことが残念。近くに中学校がな
いので、一年に何とか一ヶ月だけ通うという不規則な形
になっている。
夕方、副区長 Son氏の計らいで、養殖に就くかたの
船に乗せていただき、ラグーンの養殖場を視察して（写
真１４）、夜、フエ市街に戻る。
Phuoc Lap村：１０月２２日
早朝８時に区役所に集合して、本日２２日は区内の別の
村・フォック・ラップ村でのアンケート調査で、調査員
が村内に散っていったところで、ハノイからの３人は、
Van氏がインタビューアーとなって村内数件で調査を
行った。
地図１：ベトナム中部・フエ、フエラグーンおよびクゥア
ン・フォック区
GoogleMap（https : //www.google.co.jp/maps）より引用
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この日、最初に訪ねたお宅は養殖に就いていて、陰暦
１－７月は出漁するが今時分（２０１５年の太陽暦１０月２２日
は太陰暦の９月１０日前後）は出漁せず在宅。洪水防災に
関しては、このあたりでは陰暦２－３月に豊漁・安全の
祈祷が行われたり、水泳が教えられたりする。また、洪
水避難用の小船があるが、これは養殖時にも使い、出漁
しない時期（台風の時期）は陸にあげてあって、避難用
に準備している。避難は数日続くので、夜間用にライト
も常備している（写真１５）。
昼前、小学校から帰宅する子ども達が歩いていた。み
な、赤いライフベストを必ず着用していた（写真１６）。
これが制服の一部だという。
昼前に皆でとってきたアンケート票の点検をして、昼
食。ハノイ組３人は午後、数年前に水上生活から陸にあ
がった家族の話をうかがった。このご主人は、水上生活
を送っていたところで「８５の洪水」で被災して、一時に
母、妻、子ども二人を亡くした。ボートを修繕して生活
を立て直し、１９８７年に再婚して子どもが一人生まれた。
２００９年まで水上生活を送り、その後、陸にあがった。今
は孫ができて、孫の面倒をみながらこうして暮らしてい
る。３年前の洪水の際には、彼は家に残り避難しなかっ
た。船から陸の生活に移ったが、洪水避難についての正
確な十分な知識や経験を持ち合わせないので、実際にど
うしていいかよく分からない。洪水シーズンにはインス
タントラーメンなどの食料援助を受けている。家の前の
道は水で覆われて不通となるので、そういう時はボート
で救助してもらう。
夕方、村長宅で皆でアンケート票のチェックをして、
フエ市街に戻る。
トゥーレ２村：１０月２３日
２３日も朝８時に区役所に集合して、スクーターに相乗
りして（写真１７）、本日の調査対象村であるトゥーレ２
（Thu Le ２）に向かう。Phuong氏と筆者二人は、村内
の川沿いの集落の一軒でお話しをうかがった。
１９５７年生まれのご主人は、１９９９年の洪水で家が１.５m
浸水した。農業に就いて切り詰めて被災生活を送ってい
たところ、２００２年に交通事故で妻が死亡し、それから５
人の子どもを育てた。今は農業に就きながら農地管理を
行っている。同居する長男が成長して、今では病院に勤
務していて、生活費を賄ってくれている。次男は農学を
学ぶためにホーチミンに出ている。
２０１２年にやっとこの家を新築できた（写真１８）。前の
写真１４
写真１１
写真１２
写真１３
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家は木と竹でつくった小さなもので、今では納屋として
使っている（写真１９）。以前の家は４２０㎡の土地に建って
いたが、１００㎡を道路用地として提供し、残り３００㎡ほど
に１００㎡の居宅を建てた（図２）。２０１３年に父が亡くな
り、現在は母、長男、末子と４人で住んでいる。
しつら
家を拝見したところ、避難用の中２階が設えられてお
り（写真２０）、また、避難用の小船も玄関先に用意され
ている（写真２１）。このあたりは各家が道路用地を提供
して、道路の嵩上げ・舗装を進めていて（写真２２）、洪
水危険性の高い川沿いの防災対策としての取り組みが進
んでいる。
昨日と同じ食堂で昼食をとり、調査員は夕方までアン
ケートに出かけて、村長宅に戻った者からアンケート票
の整理・清書を行って、６時過ぎにフエ市街に戻った。
フエに泊まり、翌２４日午前、ハノイに、そして２５日に
日本に帰国した。次いで、第２回現地調査の模様を記
す。
３―２．農家の生活再建
第２回現地調査（インタビュー）の行程
筆者は日本の学年末の休暇を利用して、３月２４日～２９
日の日程枠で訪越した。２４日に成田から空路、韓国・イ
ンチョンを経由して夜、ハノイ着。翌朝、ハノイのベト
ナム社会科学院・社会学研究所 VSSS・IOSにて、フエ
現地調査のため打ち合わせに参加した１２）。２５日午前中、
VASS・IOSには、前回２０１５年１０月の第１回現地調査
（アンケート調査）でフエに一緒に赴いた Van氏も同席
し、前回のアンケート調査の単純集計結果を概説してく
れた。
２６日午前中、筆者の宿泊するホテルにて、ハノイ出発
前の打ち合わせを行った。メンバーは、Phuong氏、Van
氏、それに日越通訳の Huyenさん。Huyenさんは、ハ
ノイ国家大学人文社会科学大学からの特別聴講生として
一年間、筆者の所属する専修大学人間科学部社会学科に
留学して、３月２３日にベトナムに帰国したばかり。筆者
のフエ調査に際して、通訳をお願いした。打ち合わせを
済ませて同日午後は、ハノイの大型書店で地図などの資
料を購入した。
夜、筆者と Huyenさんは、ハノイよりフエ行きの寝
台列車に乗車して、翌朝、フエ着。フエ市街のホテルに
チェックインして荷物を置いたところで、フエ科学大学
の Dao氏と合流して、タクシーで３人で、フエ郊外・
ラグーンに面するクゥアン・フォック区に向かった。
クゥアン・フォック区では、フォック・ラップ村の入
り口で Son副区長が迎えてくれて、早速最初のイン
フォーマント宅を紹介してくれた。
フエでは、２７日午後、２８日午前・午後と、ラグーン付
近の村（クゥアン・フォック区・フォック・ラップ村）
でじっくり２人から聞き取り調査を行った。１９８０年代、
写真１５
写真１６
写真１７
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写真１８
写真２０
写真１９
写真２１
写真２２
図２：住宅間取図（Le Hiep氏宅）
２０１５年１０月２３日のフィールドワークでのスケッチより
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９０年代に水害（洪水・台風災害）に遭っているかた、そ
して・あるいは、水上生活から陸にあがって就職・転業
を経験しているかた、そうしたかたの、被災からの生活
再建についてうかがいたいとの希望を、Quang Phuoc
の Son副区長に伝えて、インフォーマントを紹介して
いただくように、フエ科学大学・Dao氏に依頼してあっ
た。Dao氏、Son副区長のご尽力のおかげで、今回は以
下のように二件のインタビュー調査が実現した。
フエでの第２回現地調査（インタビュー調査）を終え
て、２８日夕方、再び寝台列車でハノイに向かった。翌
朝、ハノイに着き、VASS・IOSの Phuong氏に調査完了
の報告をして、筆者は昼の便で帰国の途についた。
それではここで、このたびのインタビュー二件の概要
を記す。
インフォーマントとインタビュー状況
２０１６年３月２７日、午後２時半、クゥアン・フォック区
の Son副区長に紹介してもらったフォック・ラップ村
で農業に就くご主人にお話をうかがうこととなった。
グゥェン・ヴァン・ティ Nguyen Van Tyさん、男性・
現在５２歳。フォック・ラップ村のインフォーマント宅で
お話をうかがった。インタビュアーサイドは、筆者とフ
エ科学大学の Dao氏、それに日越語通訳の Huyenさん
の三人。
グゥエンさんは現在、奥様と息子二人（２４歳、２２
歳）、娘（２６）とその子（孫）と同居。長女（２８歳）は
結婚して６年前に他出。現在の家は２００８年に新築した。
１９９９年の洪水で被災してから２００８年に家を新築して現在
に至る過程をうかがった。
１９９９洪水時の対応
１９９９年１１月、洪水が発生する危険があるとの情報が、
まずはラジオによってもたらされ、次いで区（コミュー
ン）役所、村役場からの情報が入ったことで、洪水が
襲ってくる数日前に子ども達を安全な親戚宅に預けた。
それ以前、例えば１９８５年の洪水被災の時には、全く情報
がなかったが、１９９９年の歳には村幹部から情報が届けら
れて家族を避難させることができた。近所の多くの家も
流されたが、死者は出なかった。
仮小屋から住宅再建の経緯
この時、家を流されたことで、それから４５日間ほど、
竹で仮小屋を作ってそこで過ごした。子ども達は一週間
ほどして親戚宅からこちらに戻ってきた。この竹の仮小
屋を作るに際しては、資金援助は特にはなく自力で５０,
０００,０００VND（２５０,０００円相当）１３）を工面した。親戚からは
資金援助ではなく、励ましの言葉があった。
その後８－９年、農業と漁業で金を貯め、２００８年に
１００,０００,０００VND（５００,０００円相当）の自己資金でこの自
宅を新築した。この家を建てるに際しては、自力で数１０
cm（１m弱）の嵩上げを行っているが、この土台整備
に４０,０００,０００VND（２００,０００円相当）を費やした。
この家に設えた防災施設・設備としては、この嵩上げ
した土台と、庭先においてある船（これは漁業にも使
う）、屋根裏の避難スペースと、そこに常備してある村
の災害救助員グループのための浮き輪が上げられる（写
真２３）。
現在の生活の糧
もともと農業を主としている。１９９９年の洪水は１１月の
農閑期であったため、作物に被害は出なかった。農期は
１－５月と５－９の二期。夫婦で２,５００㎡の田を人力で
耕している。収穫時のみ機械を使うが、これは賃貸であ
る。農業による年収は１５,０００,０００VND（７５,０００円相当）。
これに副業として月２－３日行う漁業の収入が１０,０００,
０００VND（５万円相当）が加わる。
村の成り立ち
この村は、１９８５年洪水後に政策的に作られた村であ
る。１９８５年の洪水では水上生活者から４５人の犠牲者が出
た。水上生活者を陸にあげるために公費造成で湖を埋め
立ててこの村を造った。「再定住事業」と呼ばれてい
て、現在も継続して行われている。ドイモイの一環と
なってきた。移住の支援としては「６４番議定」がある。
これは土地を公費造成してそこに住む者に田を分け与え
るもの。
ご主人は１９８５年まで近くのフォック・ラム村に住んで
写真２３
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いたが、１９８６年に結婚して、新開地であるこの村に移住
してきた。移住当初から今も、農業を主としている。
水上生活者は２００４年まではかなり存在していたが、そ
の後、急速に減少していった。これは再定住事業の成果
である。
この村には、１６７世帯・８２４人がいて、うち農業は３世
帯のみ。漁業のみが１２０世帯。残りの４４世帯がラグーン
での魚の養殖に就く。８００数十人の村民のうち２００人程度
が出稼ぎに出ている。
台風塩害で耕せなくなった土地を放棄してハイリス
ク・ハイリターンの養殖に転業する層があるとのことで
（平井２００４）、この実状をうかがったところ、この村では
そういう層・動向はないという。養殖は初期投資が大き
くコストがかかる。これはエサ代、病気の発生、ラグー
ンに川の水が少ないと魚の味が落ちて値が下がる、の３
つの原因があげられる。温暖化で恒常的にラグーンの海
水割合が増えている。味・値を考えると流れ込む川の水
が多くなる必要があるが、そのためには洪水を求めなけ
ればならないという矛盾もある。
３―３．水上生活者の定住化過程
インフォーマントとインタビュー状況
翌２０１６年３月２８日、午前１０:３０から、フォック・ラッ
プ村の Nguyen Ben氏（６８歳）／妻 Nguyen Thi Be（６７
歳）夫妻に自宅でお話をうかがった。こちらインタビュ
アーサイドは、筆者とフエ科学大学の Dao氏、それに
日越語通訳の Huyenさんの三人。
１９８５年の台風災害での被災
１９８５年９月２日の台風災害で、家族のうち生まれたば
かりの３ヶ月の娘を亡くした。
当時は、夫婦は３７歳、３６歳で、６人の男子、１人の女
子がいたが、その末娘が死亡。その後、５人の子どもに
恵まれ、現在は、下から二番目の男子（３２歳）とその
妻、子（孫）と同居している。末子の男子（２６）が、正
式にはここに住民登録しているが、ハノイに働きに出て
いて不在で、下から二番目の男子とその妻子が同居して
いる。
被災当時は家族９人が水上生活を送っていた。船は１１
m×４mの大きさ。１９７５年に人手を借りて自作した。４
日ほどの工期で１０,０００,０００VND（≒５万円相当）ほどか
かった。
台風でラグーンに停泊していたところ２mの波を被
り沈没した。
親戚の手助けを得て、船は二日で修繕して水上生活に
戻ることとなった。
住宅再建と陸上生活への移行
修繕した船で家族８人（末子一人が災害で死亡）が生
活していたが、翌年１９８６年に陸にあがることとなった。
その年、国から竹の家が支給された。
ところがその家が、１９８９年の洪水で壊れてしまったの
で、再び船に戻ることとなった。この間に子どもが増え
たことで船に住み続けることが難しくなり、２００４年に陸
にあがることとなった。現在１１人の子どもがいる。
総額１００,０００,０００VND（５０万円相当）で、２００４年に、
現在の家を新築した。水面を無償で譲渡され、２０日間ほ
どかけて、そこを自力で埋め立てた。その際は、１０,０００,
０００VND（５万円相当）をかけて自前で６０cmの土盛り
を行ったが、その際、４,０００,０００VND（２万円）を国か
ら受給し、２,０００,０００VND（１万円相当）を農民への被
災補償として受給した。
養殖を開始
１９９６年に５,０００㎡の湖面積をもらう機会があって養殖
を始めた。養殖のダムを作るのに６０,０００,０００VND（３０万
円相当）を要したが、これは４０,０００,０００VND（２０万円相
当）はローンを組み、残りの２０,０００,０００VND（１０万円相
当）は、それまで貯めた自己資金を充てた。ローンは払
いきれないとまた５年ローンとして延長され、現在も
ローンの返済を行っている。
ここ２０年ほど養殖に就いていて、今の年収は１０,０００,０００
VND（５万円相当）。これに一般的な漁が３０,０００,０００VND
（１５万円相当）ほどとなる。しかしながら、ここのとこ
ろ毎年、洪水等の被害が発生するので、その都度、ダム
修繕費が５,０００,０００VND／年（２５,０００円相当）かかる。
現在の船は、以前のものより一回り小さく、８m×３
mの船外機１４）である。
台風への備え
養殖魚は台風の来襲前に収穫・出荷することにしてい
る。台風情報はラジオと区の幹部からの口伝え。洪水情
報が入ると、梁の上に板を渡して、まず、大切な米とテ
レビを濡れないようにあげることにしている。ハシゴは
隣近所から借りて来る。年に一回くらいそうしたことが
ある。
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むすびにかえて
フエ・ラグーン隣接漁村の日常生活、災害対応の基底
には、古来からの災害に脆弱な社会環境（ソンターンの
受容）と社会層（水上生活者）があって、そこに政府の
被災者・被災地への眼差し・政策的対応（管理・統治の
対象から、ドイモイの一環としての保護・新経済地区開
発）の展開が見られるが、そこに昨今では、国際的な防
災システム構築支援が届き始めている。
そうした中、しかしながら、地球環境変動・海面上昇
による頻繁な各種浸水事案（高潮、洪水、台風）は、地
元集落にとっては記憶・意識の上でも、また年間の生活
スケジュールにおいてもデフォルトとなっていて、なお
も厳しい日常生活が続く。
水上生活者が陸にあがること、そしてそれら新住民が
定住地で堅牢な住宅を何とか手に入れて洪水被害に対す
る脆弱性を克服する道筋は、今、まだその途上である
が、その履歴（近い過去の大災害（８５の台風、９９の洪
水）の記憶・体験をその身に刻み込み生きる者達の存
在）を適切に記録化するところに、人文社会科学的災害
研究の意義がある。ともすれば風化してしまう、そうし
た被災対応の履歴を、被災者の奮闘努力の記録としての
みならず、防災政策の展開の成果・課題として丹念に再
調査・言説化し続ける必要がある。そこにおいてこそ、
政策の課題・限界を見いだしつつも、「地域を復元＝回
復していく原動力をその地域に埋め込まれ育まれてきた
文化の中に見いだそうとする」（浦野２００７,p.４０）眼差し
（レジリエンス概念の適用）によって地域防災力が把握
されてくることとなる。
ところで、災害というような劇的な環境変容のもとで
の人々の居住地移動（被災地復興）を考えるときには、
当該社会におけるデフォルトとしての居住地移動の動態
をまずは押さえなくてはならない。科学的手続き、認識
としては、バックグラウンドを同定したところで変位の
意義を記さなければならない。ベトナム社会を考えると
きには、この数十年に発現している居住地移動の一般的
動態をデフォルトとして把握したところで、その上で、
本稿で触れたような被災・居住地移動を検討しなくては
ならない。具体的には、例えば、１９５０年代後半から展開
された農業集団化・組織的開拓移住（大衆動員（あるい
は運動）による急進的な農業政策：人口稠密地から人口
希少な未開拓「新経済区」への組織的移住・「合作社」
の創設）が、生活者・農民からの抵抗・異議申し立てを
受けて根底から変革されて、集団経営（土地共有・共同
耕作）から家族経営（土地分配・家族耕作）に転換し、
これが「生産物請負制」として結実してドイモイ政策の
先駆けとなったこと、そしてこの市場経済化に伴って多
くの農民が（出稼ぎを目的として）「自発的移住」に乗
り出すようになった（岩佐,２００６,pp.８９－１０２）ことがあ
げられる。
ドイモイ時代のこうした組織的移住計画は、少数民族
の「定住定耕」や「貧困撲滅」など社会・経済開発プロ
グラムと結合したより総合的な地域開発計画に編成され
ていくこととなるが、それに伴い、農民の自発的移住が
顕在化・激増したことで、個人の都合で居住地を離れる
場合、一時不在を届け出れば自発的移住が法的に認めら
れることになった（岩佐,pp.１０３－１０９）。本稿で聞き
取ってきた水害からの生活再建に際しての居住地移動
は、このような移動に関する国家的諸規定の枠組みの中
にあるのかどうか。これを把握したところで次に、災害
対応の法制度がいかに効いているのか、あるいはこれが
不十分で何らかの障壁となっているのか、これを一つず
つ見極めていかなくてはならなない。そうした意味で本
稿で触れた二回の現地調査はその端緒であり、今後とも
被災現地の生活再建・復興の実相を息長く正確に追い続
けなくてはならないと考える。
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◇竹内郁雄,２００６,「ドイモイ下のベトナムにおける農村から
都市への人口移動と「共同体」の役割試論」寺本実編『ド
イモイベトナムの「国家と社会」をめぐって』（調査報告
書）、アジア経済研究所。
◇田中重好・高橋誠・イルファン・ジックリ,２０１２,『大津波
を生き抜く』明石書店。
◇寺川陽・布村明彦・栗城稔・加納竜夫・本永良樹,２０１４,
「ベトナム Huong（フォン）川における洪水管理システム
（プロトタイプ）の開発」『河川情報シンポジウム講演
集』。
◇浦野正樹,２００７,「災害社会学の岐路―災害対応の合理的制
御と地域の脆弱性の軽減―」大矢根淳他編『災害社会学入
門』弘文堂。
◇OYANE Jun,２０１６, Community Reconstruction from Flood-
ing in Quang Phuoc Commune, Central Vietnam, The Sen-
shu Social Well－being Review No.３.
注
１）本稿は、ベトナム社会科学院（VASS）・社会学研究所
（IOS）の研究員ダン・ティ・ヴィエット・フォン氏
（Dang Thi Viet Phuong）が研究中心となって、NA-
FOSTED（National Foundation for Science and Technol-
ogy）のスポンサードのもと企画・実施された調査デー
タを一部援用しながら筆者の視角でまとめた OYANE,
２０１６を翻訳したものである。本稿執筆に際して筆者は、
第１回現地調査（２０１５.１０.１８－２４）に赴き（上記の NA-
FOSTED資金にて）、続いて第２回現地調査（２０１６.３.２４
－２９）を実施した。第２回現地調査は科研費「基盤 A：
多層的復興モデルに基づく巨大地震災害の国際比較研
究」（研究代表 :高橋誠・名古屋大学教授）の成果であ
る。また、本稿とりまとめに際しては、平成２６～３０年度
文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業 S
１４９１００３の助成を利用させていただいた。これらの学術
研究助成金に深く感謝いたします
（This research is funded by Vietnam National Founda-
tion for Science and Technology Development（NAFOST
ED） under grant number I３.２－２０１３.０６.）。
２）２０１４－２０１８年度文部科学省「私立大学戦略的研究基盤形
成支援事業」採択の「アジアにおけるソーシャル・ウェ
ルビーイング研究コンソーシアムの構築」では、アジア
地域のソーシャル・ウェルビーイング（人々の安心感・
満足・幸福感）を各種調査手法を組み合わせて（量的分
析と質的考察）、総体的に把握しようとするもの。
３）福島第一原子力発電所事故は、東京電力がこれを「事
故」と、そして内部では「F１事故」と呼称している。
これは決して事故ではなく災害であろう、麗しのモー
エフワン
タースポーツ・ F１におけるレース事故と紛らわしい呼
称は避けるべきだとして、被災者側からは「１F災害」
と呼ばれており、また、かねてより原発災害に対して警
鐘をならしていた防災社会工学者からは「原発震災」
（石橋２０１２）と呼ばれている。
４）防災システムの構築を、ハードの施設整備に拘泥するこ
となく、人々の災害を受け止め・やり過ごす柔軟性、地
域生活に内面化された減災対応システムのありかたを問
う「レジリレンス resilience」という災害社会学の概念
（浦野２００７, p.４０）をここでは想定している。
５）これから暑い夏に向かうというこの時期、こうした土用
波の頃には、鰻を食べて精力をつけておこうということ
ど よううし の うなぎ
で、「土用丑の鰻」の食文化が広がっている。
６）ラフカディオ・ハーン（小泉八雲）は、１９８９年の明治三
陸地震津波で多くの犠牲者が出たことをニュースで知っ
て、それまでに伝え聞いていた安政南海地震（１８５３年）
の際の集落の避難行動の逸話をヒントに小説を書き上げ
た。後にこれが、地元・和歌山の小学校教員によって
「稲むらの火」として書き改められて、昭和９（１９３４）年
に教科書素材として応募・採択されて、戦前・戦中の１０
年間、小学校５年生用の国定教科書『国語読本』に掲載
された。日本では「稲むらの火」は、津波の恐ろしさ、
地震後の早期避難の重要性を伝える優れた防災教材と言
われ続けていて、２００４年のスマトラ沖地震後には、神戸
市にあるアジア防災センターがアジアの８ヶ国に向けに
９言語に翻訳して、津波防災の教材として配布してい
る。
７）環境省 HPでは、以下のようにフエ・ラグーンの養殖を
説明している。「環境利用型漁業：フエのラグーンは、
河川から供給される淡水と海の開口部から流入する海水
とのバランスによって汽水環境が維持されている。塩分
濃度は雨期に０～１％、乾期には２８％まで上昇する。乾
期にはエリ網の中でウシエビなどの人工養殖をおこな
い、雨期にはチヌ、アカメなどの稚魚を定置網で畜養す
る。ここでは水質の季節変化を利用した独特の漁業が成
立しており、自然資源の持続利用を生業とするためには
環境保全が欠かせない…。ラグーン漁業の歴史は浅く、
自然資源の持続利用の考え方を普及する必要がある」。
http : //www.env.go.jp/nature/satoyama/satonavi/initiative/
kaigai/１０８.html（２０１６０４０８閲覧）
８）平井他２００４にこのような地球温暖化によるラグーンへの
影響（農業から養殖への転業）が論じられているが、上
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述したように、今回、調査したラグーン隣接村落ではそ
うした傾向はうかがえなかった。
９）水上生活にはいくつかのタイプが確認されている。停
泊させた船の中で生活を行うもの。浮力を利用して陸
上に建てる家と同様のものを水上に浮かべるフローティ
ングハウス。浅瀬に杭を打ってその上に高床式家屋を
建てるもの。水辺の一般住宅で、船を出す利便のため
に１階を船着場にして２階に住居するもの。本稿で触れ
る水上生活はの停泊させた船の中での生活を指す。
１０）日本でも水上生活者は存在したが、ベトナムとはまた異
なる視角で認知・対処されてきた経緯がある。日本には
近代以前より「家船」と呼ばれて船住居の系統があった
が、近代化過程で日本各地に寄港する貨物船の大型化が
はしけ
進むにつれて艀を使った舟運や港湾物流が盛んになる
と、艀を所有して各地を転々とする港湾労働者の中に、
艀の一角を住宅化して一家で居住する船上生活者が現れ
るようになった。東京では佃、月島周辺に１万人弱を数
える規模で集住していたが、日本では国勢調査で水上生
活者も調査対象として漏れなく把握されてきた。そこで
は、（一般調査区、特別調査区のほかに）水面調査区が
設定され、港湾区域、漁港、河口やその周辺水域が対象
として調査が行われた。これによって適切に把握された
水上生活者には、福利厚生を行うために水上会館や水上
学校（陸上に建てられた寄宿形式の学校）が建てられた
ほか、治安を担当する水上警察署などが設置された。１９６０
年代後半になると、貨物船のコンテナ船化が進み、物流
における艀の需要が減ったことで艀は減少し、水上生活
者も激減する。そして１９８０年代になると艀の老朽化が進
み、使用に耐えられなくなり、最近ではほぼ見られなく
なった。
１１）１９９９年１１月の台風性降雨によって死者６２１人、続けて１２
月洪水で３２２人の死者を出している。ベトナムでは標高
５m以下の低地に全人口の４５％が暮らしていて、水害に
対する被災ポテンシャルが高いと指摘されている（寺川
他２０１４）。
１２）打ち合わせ冒頭、研究員の Phuong氏に３月２３日に専修
大学から授与された博士号の学位記の授与を行った。
Phuong氏の学位論文「Sociological Monograph on Volun-
tary Associations in North VIetnamese Rural Areas」
は、今回の現地調査・アンケート調査の基盤をなすもの
で、ベトナム北部村落のボランタリー・アソシエーショ
ンを対象とした社会学的実証研究であった。これを受け
て今回は、中部に射程を延伸し、村落の災害対応・防災
対策の調査が企画された。
１３）本稿ではこれ以降、ベトナム通貨 VNDで語られた金額
を、２０１５年１０月時点の為替相場の１０,０００VND≒５０円に換
算して記した。もちろんこの１０～２０年の間で日越為替
レートは大きく変動している。現時点で考察するに際し
ての便宜から、この時点の為替レートで換算して記して
おいた。
１４）小さな船の後部に舵とスクリューを兼ねたエンジンが据
え付けられているもので、このエンジンあるいはエンジ
ンのついた小型船のことを船外機と呼ぶ。
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